






































　2011 年 3 月 11 日の東日本大震災は，その後の原発事故とあいまって，その地域だけで
なく日本全体に深刻な影響を与えた。資源が乏しい日本は，石油を輸入に頼っている。火
力発電に代替する発電方法として原子力発電を政府は推進してきたが，便益だけではなく
深刻なリスクがあることをまざまざと見せつける結果となった。2018 年の台風 21 号の記
録的な暴風にタンカーが流され，関西国際空港島と大阪府佐野市を結ぶ連絡橋は利用でき



























（3） 被災者生活再建支援法 2 条 1 号は「暴風，豪雨，豪雪，洪水，高潮，地震，津波，噴火その他の異常な自然
現象により生ずる被害」を自然災害と定義している。
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　東日本大震災のあった 2011 年 1 年間の地震規模（マグニチュード）をあらわしたのが
図 1 である（データは気象庁による）。図 1 の縦軸は地震の頻度，横軸はマグニチュード
である。図が示すとおり，マグニチュード 1 に最頻値があり，右に裾の長い分布になって
いる。マグニチュードは地震が発するエネルギーの大きさをあらわしている。地震が発す
るエネルギーを E（単位はジュール），マグニチュードを M であらわすと log10E＝4.8＋
1.5M も関係がある。マグニチュードが 1 大きくなると右辺が 1.5 大きくなるから，放出さ
れるエネルギーは約 32 倍になる。また，マグニチュードが 2 大きくなると右辺が 3 大き
くなり放出されるエネルギーの量は 1000 倍になる。マグニチュード 9 の東日本大震災は




















ニチュード 9 の大地震の放出するエネルギーはマグニチュード 7 の大地震の放出するエネ









































　関東大震災は 1923 年に発生したが，遡ること 220 年前の元禄 15 年（1703 年）にもマ
グニチュード 7.9-8.5 程度の地震が発生した。これは 220 年かけて歪みが蓄積され，歪み
を元に戻そうとして関東大震災が発生したと解釈することができる。220 年を前提にすれ
ば，次の関東大地震はおよそ 100 年後と予想される。過去 6000 年の期間で見ると，関東




きがある。地震調査研究推進本部による長期評価（2019 年 2 月 26 日発表）によると，関
東大震災を含む，相模トラフ沿いのマグニチュード 8 クラスの地震が今後 30 年の間に発
生する確率は 0 から 6% である（12）。ただし，南関東のプレートの沈み込みに伴う M7 程度
の地震が今後 30 年の間に発生する確率は 70% である。また，マグニチュード 8 から 9 の







（11）瀬野徹三（2012）「南海トラフ巨大地震」『地震』第 64 巻第 2 号
（12）今後 30 年間の地震発生確率が 0.1%，3%，6%，26％のとき，それぞれ約 3 万年，約 1000 年，約 500 年，約








図 3　今後 30 年間に震度 5強以上の揺れに見舞われる確率（13）
（13）地震調査研究推進本部（2019）『全国地震動予測地図 2018 年版』
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域は 1896 年の明治三陸地震，1933 年の昭和三陸地震の大津波で多くの壊滅的な被害を受
けた。この戒めを守り，碑石よりも高い位置に設けられた集落は東日本大震災の津波を逃
れたことが報道されて大津浪記念碑は有名になった。これらの碑石のメッセージは重要で
あるが，忘れられがちでもある。国土地理院は 2019 年 3 月に自然災害伝承碑の地図記号
を制定した。自然災害伝承碑とはその地域での自然災害を伝承するために設置された石碑
などのことで，先人からのメッセージを活かすことを目的として，地図内に記号として記






















（16）『大正震災志』を使った研究としては，諸井・武村（2004）「関東地震（1923 年 9 月 1 日）による被害要因別
























































自発的に望ましい行動を取れるように促すことを意味する。2019 年の台風第 19 号にあたっ
て NHK は「命を守る行動」をとるように，かなり強めの警告を繰り返しアナウンスしてい
た。これは，正常性バイアスに陥らないようにナッジしていると見なすことができる。




































































千葉商大紀要　第 57 巻　第 3 号（2020 年 3 月）
危険区域を指定した。災害危険区域とは，津波等の自然災害から市民の生命を守るために，
居住の用に供する建築物の建築を制限する区域で，石巻市では災害危険区域の指定日（2012











































































































































 （2020.1.21 受稿，2020.2.26 受理）
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千葉商大紀要　第 57 巻　第 3 号（2020 年 3 月）
〔抄　録〕
　この研究ノートの目的は自然災害と経済学を研究するにあたっていくつかの視点を概観
することである。自然災害を分析するにあたっては，地震学，都市工学，保険学，経済学，
社会学，心理学，文学，美術などさまざまな分野を結びつける必要がある。どれかひとつ
だけではなく，複合的な観点から考えることで，問題の理解をふかめ，具体的な対策に結
びつけることができる。ここでは経済学の視点から，災害のリスク，べき乗則，記録，保
険，規制，行動経済学，ナッジ，ボランティアなどに言及した。自動車事故などのリスク
と異なり，地震の規模（マグニチュード）はべき分布に従うため，一般的な保険の仕組み
は適用しづらく，平均値のような想定が機能しないことがある。その一方で，豊かな暮ら
しを実現するためには震災の記録や記憶を残し，そこからの教訓を活かさなければならな
い。実際の政策では私有財産の制限などの困難な問題にも直面する。また，分権的なメカ
ニズムの中で，災害ボランティアの貢献は大きいが，同時にボランティアへ過度な依存に
は注意が必要である。
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山田　武：自然災害と経済学の関わりについてのいくつかの視点
